
別紙様式第 21号 

申請日  2024年  12月  27日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長 殿 

 

（商号又は名称）   なかのアセットマネジメント株式会社 

（代表者）              中野 晴啓 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第 10条第１

項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（2024年11月末日現在） 

  資本金の額                677,500,000円 

  発行可能株式総数                 200,000株（普通株式） 

                            50,000株（A種優先株式） 

    発行済株式総数                  103,250株（普通株式） 

                            10,000株（A種優先株式） 

  ●過去5年間における主な資本金の増減 

年月日 変更後（変更前） 

2023年9月 29日 172,500,000円（50,000,000円） 

2023年11月 30日 322,500,000円（172,500,000円） 

2023年12月 26日 472,500,000円（322,500,000円） 

2024年2月 9日 477,500,000円（472,500,000円） 

2024年2月 29日 627,500,000円（477,500,000円） 

2024年5月 24日 677,500,000円（627,500,000円） 

 

(2)会社の意思決定機関（2024年11月末日現在） 

 ①取締役会 

  委託会社の業務執行の最高機関は取締役会であり、株主総会にて選任された 3名以上の取締役、かつ 1名以

上の監査役で構成されます。取締役及び監査役の選任は、議決権を行使できる株主の 3分の 1以上にあたる

株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積票によらないものとします。 

取締役の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のとき



までとし、補欠または増員により選任された取締役の任期は、前任者の残任期間とします。監査役の任期は、

選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。任期満

了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の残存期間とします。 

 ②運用の意思決定プロセス（2024年11月末現在） 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定

を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行なって

います。 

2024年 11月末現在、委託会社が運用する証券投資信託は以下のとおりです（ただし、親投資信託を除き

ます。）。 

ファンドの種類 本数 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 2 4,893 

合計 2 4,893  

 

３．委託会社等の経理状況 

(1)委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第 2 条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。なお、財務諸表に記載している金額は、千円未満の端

数を切り捨てて表示しております。 

 

(2)委託会社は、金融商品取引法 193条の2第1項の規定に基づき、ななつぼし監査法人により監査を受けており

ます。 

 

 

 

 

 

 



独立監査人の監査報告書 

2024年7月12日 

なかのアセットマネジメント株式会社 

代表取締役社長 中 野 晴 啓 殿 

 

ななつぼし監査法人 

東京都千代田区 

指 定 社 員 
公認会計士 米 永 隆 司 

業務執行社員 

 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられている、なかのアセットマネジメント株式会社の2023年9月1日から2024年3月31日までの

第1期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びそ

の他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、な

かのアセットマネジメント株式会社の2024年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以

外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施

していない。 

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開



示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。 

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

 

 



(1)【貸借対照表】                        （単位：千円） 

 
当事業年度           

（2024 年3 月 31 日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,011,379 

未収入金 100 

未収消費税等 2,974 

前払費用 1,940 

流動資産合計 1,016,394 

固定資産  

有形固定資産 

器具備品 5,072 

有形固定資産合計 5,072 
 

無形固定資産  

ソフトウエア 458 

無形固定資産合計 458 

投資その他の資産  

差入保証金 3,150 

投資その他の資産合計 3,150 

固定資産合計 8,680 

繰延資産  

創立費 505 

繰延資産合計 505 

資産合計 1,025,580 

負債の部  

流動負債  

未払金 936 

未払費用 14,623 

預り金 795 

未払法人税等 3,869 

流動負債合計 20,224 

負債合計 20,224 

純資産の部  

株主資本  

資本金 627,500 

資本剰余金  

資本準備金 455,000 

※１ 



資本剰余金合計 455,000 

利益剰余金  

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金 △77,144 

利益剰余金合計 △77,144 

株主資本合計 1,005,355 

純資産合計 1,005,355 

負債・純資産合計 1,025,580 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（2）【損益計算書】                       （単位：千円） 

 

 当事業年度 

（自 2023 年9 月 1 日 

    至 2024 年3 月 31 日） 

一般管理費  

  給料 33,551 

 役員報酬 16,800 

 給与手当 16,751 

 法定福利費 4,514 

 福利厚生費 178 

 外注費 10,568 

 事務用品費 677 

 消耗品費 783 

 賃借料 354 

 租税公課 3,638 

 減価償却費 869 

 旅費交通費 2,091 

 通信費 154 

 支払手数料 8,365 

 会議費 210 

 諸会費 6,489 

 諸経費 160 

  一般管理費計 72,607 

営業損失 72,607 

営業外収益  

 受取利息 1 

 雑収入 91 

   営業外収益計 92  

営業外費用  

 株式交付費 4,008 

 繰延資産償却費 66 

  営業外費用計 4,075  

経常損失 76,590 

税引前当期純損失 76,590  

法人税、住民税及び事業税 554 

法人税等合計 554  

当期純損失 77,144  

 



（3）【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 2023 年9 月１日 至 2024 年3 月 31 日） 

                         （単位：千円） 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 - - - - - - - 

当期変動額               

新株の発行 627,500 455,000 455,000 - - 1,082,500 1,082,500 

当期純損失 - - - △77,144 △77,144 △77,144 △77,144 

当期変動額合計     627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355 

当期末残高 627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355 

 

【注記事項】 

（重要な会計方針） 

１．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

        定率法 

        なお、器具備品の耐用年数は 4～15 年であります。 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

        定額法 

なお、ソフトウエアについては、5 年で償却しております。 

 

２．繰延資産の処理方法 

  （1）創立費 

  ５年間で均等償却しております。 

  （2）株式交付費 

  支出時に全額費用処理しております。 

 

３．その他財務諸表作成のための基礎となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 



（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 当事業年度（2024 年 3 月 31 日） 

器具備品 

有形固定資産合計 

828 千円 

828 千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 2023 年９月１日 至 2024 年３月 31 日） 

１． 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 ‐ 103,250 ‐ 103,250 

 

（金融商品関係） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は資金の運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

預金は、預入先金融機関の信用リスクにさらされております。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

    信用リスクの担当所管部署を管理部、責任者を管理部長とし、リスク管理の有効性の確認はコンプライアンス部

が行っております。リスク管理委員会及び取締役会はリスク管理全般について責任を負い、リスク管理の方針の策

定、リスク管理体制の整備を推進しております。また、信用リスクはリスク管理規程に基づき、以下のプロセスで

管理しております。 

① 担当所管部署は、本リスクの把握及び分析を行っております。リスクの測定は、必要に応じて定量・定性

の両面から行っております。 

② 担当所管部署は、リスク管理状況を四半期毎にリスク管理委員会に報告しております。ただし、経営に重

大な影響を与える事項については随時各リスクの統括管理の管理部へ報告しております。管理部は報告事

案について検証を行い、必要に応じてリスク管理委員会に報告しております。 

③ リスク管理委員会は、担当所管部署からの報告を基に、関係する諸規程が明確に定められているか、適切

な見直しが行われているかといったリスク管理体制の有効性等について検討し、その一層の充実を図って

おります。 

④ 内部監査室は、各部署のリスク管理体制の有効性について監査し、結果について取締役会に報告、必要に

応じて是正勧告等を行っております。 

 

２．金融商品の時価に関する事項 

当事業年度（2024 年 3 月 31 日） 

①時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 



②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

現金及び預金、未収消費税等、未払法人税等 

これらはすべて短期間（1 年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省

略しております。 

 

（1 株当たり情報） 

当事業年度 

（自 2023 年 9 月１日 至 2024 年 3 月 31 日） 

1 株当たり純資産額          9,737 円 10 銭 

1 株当たり当期純損失金額    1,523 円 84 銭 

(注)1. 潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2.  1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

当期純損失         77,144 千円 

普通株主に帰属しない金額  - 

普通株主に係る当期純損失     77,144 千円 

普通株式の期中平均株式数  50,625 株 
 

 

（重要な後発事象） 

当事業年度 

（自 2023 年 9 月１日 至 2024 年 3 月 31 日） 

１．新株発行 

当社は2024年5月24日を払込期日として、A種優先株式10,000株を第三者割当の方法で発行しました。 

＜募集株式の発行に関する事項＞ 

（１）募集株式の発行方法 

楽天証券ホールディングス株式会社との間で募集株式総数引受契約を締結 

（２）募集株式の払込金額 

１株につき金10千円 

（３）増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

増加資本金1 株につき金5千円 

増加する資本金の額 50,000千円 

増加資本準備金1 株につき金5千円 

増加する資本準備金の額 50,000千円 

 

 

 

 



独立監査人の中間監査報告書 

2024年12月20日 

なかのアセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

ななつぼし監査法人 

東京都千代田区 

指 定 社 員 
公認会計士 米永 隆司 

業務執行社員 

 

中間監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられている、なかのアセットマネジメント株式会社の 2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31

日までの第 2 期事業年度の中間会計期間（2024 年 4 月 1 日から 2024 年 9 月 30 日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の

注記について中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、なかのアセットマネジメント株式会社の2024年9月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間（2024 年 4 月 1 日から 2024 年 9 月 30 日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 

中間監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。

中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。 

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 



中間財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関

して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書に

おいて独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発

生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比

べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リ

スクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用

される。 

・中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書に

おいて中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結

論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。 

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中

間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



(1)【中間貸借対照表】                      （単位：千円） 

 
 当中間会計期間 

（2024 年9 月 30 日） 

資産の部   

流動資産  

現金・預金 961,605 

未収委託者報酬 14,265 

    その他流動資産 7,793 

流動資産計 983,664 

固定資産  

    有形固定資産 4,593 

器具備品 4,593 

無形固定資産 408 

ソフトウエア 408 

投資その他の資産 3,150 

差入保証金 3,150 

固定資産計 8,151 

繰延資産  

創立費 448 

繰延資産計 448 

資産合計 992,264 

負債の部  

流動負債  

未払金 6,471 

 未払手数料 5,706 

 その他未払金 765 

未払費用 20,948 

預り金 1,441 

未払法人税等 2,841 

流動負債計 31,703 

負債合計 31,703 

純資産の部  

株主資本  

資本金 677,500 

資本剰余金  

資本準備金 505,000 

資本剰余金合計 505,000 

利益剰余金  

※２ 

※１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金 △221,938 

利益剰余金合計 △221,938 

株主資本合計 960,561 

純資産合計 960,561 

負債・純資産合計 992,264 



（2）【中間損益計算書】                     （単位：千円） 

 

 当中間会計期間 

（自 2024 年4 月 1 日 

    至 2024 年9 月 30 日） 

 営業収益  

 委託者報酬 12,969 

  営業収益計 12,969 

営業費用  

  支払手数料 40,895 

 広告宣伝費 8,177 

 その他営業費用 1,587 

  営業費用計 50,660 

一般管理費  

給料 66,618 

 役員報酬 19,850 

 給料・手当 46,768 

 法定福利費 9,927 

 業務委託費 10,529 

 不動産賃借料 7,188 

 租税公課 3,058 

 旅費交通費 4,035 

 諸経費 5,661 

    一般管理費計 107,019 

営業損失 144,710 

営業外収益  

 受取利息 74 

 雑収入 261 

 営業外収益計 335 

営業外費用  

 株式交付費 350 

 繰延資産償却費 57 

    営業外費用計 407 

経常損失 144,782 

税引前中間純損失 144,782 

法人税、住民税及び事業税 11 

法人税等合計 11 

中間純損失 144,793 

 



（3）【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 2024 年 4 月１日 至 2024 年9 月 30 日） 

                         （単位：千円） 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 627,500 455,000 455,000 △77,144 △77,144 1,005,355 1,005,355 

当中間期変動額               

新株の発行 50,000 50,000 50,000   100,000 100,000 

中間純損失    △144,793 △144,793 △144,793 △144,793 

当中間期変動額合

計     
50,000 50,000 50,000 △144,793 △144,793 △44,793 △44,793 

当中間期末残高 677,500 505,000 505,000 △221,938 △221,938 960,561 960,561 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【注記事項】 

（重要な会計方針） 

１．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

        定率法 

        なお、器具備品の耐用年数は 4～15 年であります。 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

        定額法 

なお、ソフトウエアについては、5 年で償却しております。 

 

２．繰延資産の処理方法 

  （1）創立費 

５年間で均等償却しております。 

  （2）株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。 

 

３．収益及び費用の計上基準 

   当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 

委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき、純資産総額に一定の報酬率を乗じて日々計算され、確定した報酬

を投資信託によって年 2 回受領しております。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に

基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（中間貸借対照表関係） 

※１ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動資産の「その他流動資産」に含

めて表示しております。 

 

※2  有形固定資産の減価償却累計額 

 当中間会計期間（2024 年 9 月 30 日） 

器具備品 

有形固定資産合計 

1,996 千円 

1,996 千円 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 2024 年 4 月１日 至 2024 年 9 月 30 日） 

１． 発行済株式に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 摘要 

普通株式 103,250 - - 103,250  

A 種優先株式 - 10,000 - 10,000 注１ 

合計 103,250 10,000 - 113,250  

  （注 1）A 種優先株式の発行済株式の増加 10,000 株は、第三者割当による新株の発行であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（金融商品関係） 

１．金融商品の時価に関する事項 

当中間会計期間（2024 年 9 月 30 日） 

（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

現金及び預金、未収委託者報酬、未収消費税等、未払法人税等 

これらはすべて短期間（1 年以内）で決済されるため、時価が帳簿価額と近似するものであることから、記載を省

略しております。 

 

（収益認識に関する注記） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

収益及び契約から生じるキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づ

く区分に当該収益を分解した情報については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

  （重要な会計方針）3．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

  

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計期間末

において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報 

   重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（セグメント情報等） 

１．セグメント情報 

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

 （1）サービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

 

 （2）地域ごとの情報 

 ①営業収益 

  内国籍投資信託からの営業収益が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

 ②有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

 

 （3）主要な顧客ごとの情報 

 当中間会計期間（自 2024 年 4 月 1 日  至 2024 年 9 月 30 日） 

顧客の名称 営業収益 

なかの日本成長ファンド 8,533 千円 

なかの世界成長ファンド 4,435 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（1 株当たり情報） 

当中間会計期間 

（自 2024 年 4 月１日 至 2024 年 9 月 30 日） 

1 株当たり純資産額          8,334 円 74 銭 

1 株当たり中間純損失金額    1,402 円 36 銭 

(注)1. 潜在株式調整後 1 株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    純資産の部の合計額           960,561 千円 

    純資産の部の合計額から控除する金額   100,000 千円 

     （うち種類株式の払込金額）      100,000 千円 

    普通株式に係る期末の純資産額      860,561 千円 

    一株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数   

103,250 株 

  3.  1 株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

中間純損失                                144,793 千円 

普通株主に帰属しない金額        - 

普通株主に係る中間純損失          144,793 千円 

普通株式の期中平均株式数          103,250 株 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

 

   公開日     2025年 1月10日 

  作成基準日   2024年 12月20日 

 

本店所在地   東京都中央区日本橋兜町5-1 

お問い合わせ先             管理部 

03-6661-0508 


